様式５－１
　　　　　　　地域包括支援センター運営に関する事項（事業方針）

＊各項目について、受託後にどのように取り組むか貴法人の考え方を記載のこと。
	法　人　名
	

	＊総合相談業務について

	＊高齢者虐待防止等高齢者の権利擁護の取組について

	＊包括的継続的ケアマネジメント支援について

	＊地域ケア会議の取組について


※記入欄が不足する場合は、別紙としてＡ４縦の用紙を使用してください。

様式５－２

　　　　　　　地域包括支援センター運営に関する事項（事業方針）

＊各項目について、受託後にどのように取り組むか貴法人の考え方を記載のこと。

	＊チームアプローチの実行・取組について

	＊介護予防ケアマネジメントへの取組について（高齢者の自立支援、重度化防止等の観点を踏まえて）

	＊指定介護予防支援事業所としての取組について

	＊地域課題をどう捉えているか、課題解決のための方策として何が考えられるか


※記入欄が不足する場合は、別紙としてＡ４縦の用紙を使用してください。
様式５－３

　　　　　　　地域包括支援センター運営に関する事項（事業方針）

	　近年、高齢者の増加、核家族化等による単身高齢者世帯が増加しており、成田市においても例外ではなく、孤独死の状態で警察署や付近住民から通報を市が受ける事例も生じています。

　地域包括支援センターは、総合相談業務を行うほか、より一層、積極的に地域の高齢者に関与していく態勢が求められています。

　受託地域において、成田市が行う福祉サービスや各地域にある社会資源等を活用してどのような関わり方をしていくべきか、また、受託法人として市に対して求める提言等、単身高齢者の関わり方について貴法人の意見を以下の欄に記載してください。

	

	　本市では、地域包括ケアシステムの構築方針として、「住みなれた地域で安心して暮らせるEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふれあい),交流)のまち　なりた」を基本理念とし、「支えあうまちづくり」、「健康といきがいのまちづくり」、「安心して暮らせるまちづくり」、「介護予防と重度化の防止のまちづくり」の４つの基本目標に基づき、高齢者、障がい者、子育て世帯、生活困窮者等、誰もが住み慣れた地域で互いに支え合い、自立し、安心して暮らしていくことができる地域共生社会の形成を目指すこととしています（成田市地域包括支援センター運営実施方針参照）。
　地域包括支援センターには、地域包括ケアシステムの中核機関としての役割が求められますが、本市への提言を含め、地域包括ケアシステムの構築についての貴法人の意見を以下の欄に記載してください。

	


※記入欄が不足する場合は、別紙としてＡ４縦の用紙を使用してください
様式5- 3

